
























































































































































は ち す か
須賀保
やすあき
明1）、大浦真奈美1）、葛西真樹子1）、島津　昌代1）、
松本登紀子1）、荒木みどり2）、峯　　秀樹2）、加藤　有美3）、
定住真弥子3）、島谷亜希子3）、杉本　正子3）、長嶋真祐美4）、
榎本　典昭5）、網谷　良一6）
＜はじめに＞当院では平成28年4月に認知症ケアチームを組織した。医療社会事業部
では事務局として院内の多職種に広報活動を行ってきた。一方、平成29年3月12日に
高齢者の運転免許制度が変更された。当事業部では警察との折衝を行いながら、新し
い制度に備えてきた。当院での高齢者運転免許証への取り組みについて報告する。＜
内科外来での取り組み＞神経内科通院中の高齢者の免許証の保有状況について問診し
た。75歳以上の全患者241例と65－74歳の59例、計300例について調査した。75歳以
上男性では117例中63例で免許証を保有し、49例が実際に運転し、自主返納に前向き
な患者は18例であった。女性では124例中17例で免許証を保有し、12例が実際に運転
し、自主返納に前向きな患者は6例であった。65－74歳では自主返納に前向きな患者
は13例であった。医療社会事業部では県警や県庁などを通じて自主返納の資材を入手
した。自主返納を呼びかけるポスターを診察室に掲示し、自主返納者への優遇店ガイ
ドブックや手続き方法の冊子を外来に配布した。外来スタッフが熱心に説明した結果、
既に6例が自主返納し、1例が廃車を行った。＜運転免許証の認知症診断書提出命令制
度への対応＞診断書については概ねかかりつけ医が記載する制度である。但し、かか
りつけ医のない者への診断書については、警察から当院へ協力の要望があり、当院は
病院として引き受けることにした。医師への負担を考慮して効率的な運用を6月から
予定している。＜結語＞医療社会事業部として他施設と連携し、院内の多職種と協力
しながら高齢者運転免許証への取り組みを行っている。
